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編
集
長
Ａ　

本
号
か
ら
本
誌
の
二
〇
二

四
年
が
始
ま
る
︒
本
号
に
掲
載
さ
れ
て
い

る﹁
二
〇
二
四
年
商
事
法
務
展
望
﹂
で
は
︑

各
官
公
庁
等
の
皆
様
に
︑
今
後
予
定
さ
れ

て
い
る
動
向
の
紹
介
と
昨
年
ま
で
の
法
令

改
正
等
の
動
向
の
振
り
返
り
を
お
願
い
し

て
い
る
が
︑
毎
年
定
番
と
な
っ
て
い
る
本

稿
﹁
商
事
法
務
ハ
イ
ラ
イ
ト
﹂
で
は
︑
編

集
部
に
よ
る
座
談
会
形
式
で
︑
昨
年
下
半

期
の
本
誌
と
当
会
の
取
組
み
を
法
令
改
正

等
の
動
向
と
紐
づ
け
る
形
で
振
り
返
る
︒

読
者
の
皆
様
に
お
か
れ
て
は
︑
法
令
改
正

等
の
動
向
把
握
に
ご
活
用
い
た
だ
く
と
と

も
に
︑
本
誌
・
当
会
の
取
組
み
を
ご
確
認

い
た
だ
き
︑
本
年
も
引
き
続
き
ご
支
援
賜

れ
れ
ば
幸
い
で
あ
る
︒

　

な
お
︑
昨
年
上
半
期
の
本
誌
と
当
会
の

取
組
み
に
つ
い
て
は
︑
本
稿
の
上
半
期
版

で
あ
る
﹁
上
半
期
ハ
イ
ラ
イ
ト
﹂
二
三
三

一
号
四
四
頁
で
振
り
返
っ
て
い
る
の
で
︑

こ
ち
ら
を
ご
参
照
い
た
だ
き
た
い
︒

　

ま
た
︑
当
会
会
員
の
皆
様
︵
会
員
と
は
︑

本
誌
発
送
用
の
宛
名
ラ
ベ
ル
に
﹁
会
員

コ
ー
ド
﹂
と
記
載
の
あ
る
方
︶
に
は
︑
創

刊
号
か
ら
最
新
号
ま
で
の
本
誌
の
掲
載
内

容
を
閲
覧
で
き
る
﹁
旬
刊
商
事
法
務
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
﹂
も
提
供
し
て
い
る
︵
モ
バ
イ

ル
端
末
か
ら
も
閲
覧
可
︶
の
で
︑
本
稿
で

紹
介
す
る
各
論
稿
を
ご
覧
の
際
に
は
ぜ
ひ

ご
活
用
い
た
だ
き
た
い
︒

な
お
︑
当
会
Ｈ
Ｐ
に
掲
載

さ
れ
た
本
誌
各
号
の
目
次

か
ら
も
本
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

一　

は
じ
め
に

に
は
ア
ク
セ
ス
が
可
能
で
あ
る
︒

　

本
稿
で
取
り
上
げ
き
れ
な
い
本
誌
定
期

掲
載
欄
等
の
内
容
に
つ
い
て
は
図
表
１
を

ご
参
照
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
︒
ま

た
︑
本
誌
で
は
毎
号
末
尾
に
ニ
ュ
ー
ス
欄

を
設
け
て
お
り
︑
各
号
の
刊
行
の
間
に
起

こ
っ
た
主
な
本
誌
関
連
テ
ー
マ
の
概
要
は

こ
こ
で
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る

︵
ニ
ュ
ー
ス
欄
の
概
要
は
図
表
２
参
照
︶︒

下
半
期
の
主
な
法
令
改
正
等
の
動
向
を
ま

と
め
た
図
表
３
で
は
各
ニ
ュ
ー
ス
の
掲
載

号
も
併
記
し
て
い
る
の

で
︑
こ
ち
ら
も
併
せ
て
下

半
期
の
振
り
返
り
に
ご
活

用
い
た
だ
き
た
い
︒

　

最
後
に
︑
昨
年
よ
り
読
者
ア
ン
ケ
ー
ト

の
取
組
み
も
始
め
て
い
る
︒
読
者
の
皆
様

が
本
誌
の
掲
載
内
容
に
つ
い
て
﹁
こ
こ
も

知
り
た
い
﹂
と
思
っ
た
部
分
や
︑
本
誌
へ

の
感
想
・
要
望
を
一
五
〇
文
字
程
度
で
ご

回
答
い
た
だ
け
る
と
︑
も
れ
な
く
︑
本
誌

半
年
分
を
綴
じ
込
む
こ
と
が
で
き
る
専
用

フ
ァ
イ
ル
を
進
呈
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い

る
︒
昨
年
の
誌
面
内
容
を

振
り
返
り
つ
つ
︑
ぜ
ひ
次

の
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
よ
り
ご
意

見
を
お
寄
せ
い
た
だ
け
れ

ば
幸
い
で
あ
る
︒

　

そ
れ
で
は
︑
編
集
部
員
の
Ｂ
さ
ん
︑
Ｃ

さ
ん
に
︑
昨
年
の
下
半
期
を
振
り
返
る
と

と
も
に
︑
法
令
改
正
等
の
動
向
や
関
連
す

る
論
稿
を
紹
介
し
て
も
ら
お
う
︒
下
半
期

の
掲
載
記
事
に
は
①
以
下
の
番
号
を
付
す

こ
と
に
す
る
︒

　

編
集
部
員
Ｂ　

承
知
し
ま
し
た
︒

　

編
集
部
員
Ｃ　

よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま

目　
　

次

一　

は
じ
め
に

二　

昨
年
下
半
期
の
特
徴

１　

実
務
上
の
問
題
意
識
へ
の
研

究
者
か
ら
の
応
答

２　

非
上
場
会
社
テ
ー
マ
の
情
報

提
供

３　

そ
の
他

三　

主
な
法
令
改
正
等
と
関
連
記
事

１　

株
主
総
会

２　

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

３　

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
と
経
済

安
全
保
障

４　

Ｍ
＆
Ａ

５　

企
業
開
示

６　

非
上
場
会
社

７　

そ
の
他

四　

お
わ
り
に

す
︒１　

実
務
上
の
問
題
意
識
へ
の
研
究
者

か
ら
の
応
答

　

Ｂ　

ま
ず
︑
昨
年
下
半
期
の
誌
面
構
成

に
つ
い
て
︑
特
徴
的
な
部
分
を
ご
案
内
し

た
い
と
思
い
ま
す
︒
昨
年
下
半
期
を
振
り

返
っ
て
み
る
と
︑
最
新
の
実
務
上
の
問
題

意
識
に
対
し
て
︑
研
究
者
の
立
場
か
ら
積

極
的
な
応
答
が
行
わ
れ
る
企
画
や
論
稿
が

多
か
っ
た
よ
う
に
思
い
ま
す
︒

　

そ
の
点
で
は
ま
ず
︑
昨
年
上
半
期
に
掲

載
し
た
株
主
総
会
編
の
続
編
に
当
た
る
︑

二　

昨
年
下
半
期
の
特
徴
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①
藤
田
友
敬
=
田
中
亘
=
齊
藤
真
紀
=
小

幡
忍
=
澤
口
実﹁〈
座
談
会
〉
会
社
法
に
お

け
る
会
議
体
と
そ
の
あ
り
方

─
取
締
役

会
編
﹂
を
五
回
︵
二
三
三
九
号
六
頁
~
二

三
四
三
号
五
八
頁
︶
に
わ
た
っ
て
掲
載
し

ま
し
た
︒
同
座
談
会
で
は
︑
昨
今
の
日
本

企
業
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
変

化
に
伴
っ
て
顕
在
化
し
た
︑
取
締
役
会
に

お
け
る
実
務
的
に
も
理
論
的
に
も
重
要
な

法
的
論
点
を
主
に
研
究
者
が
検
討
す
る
こ

と
で
︑
今
後
の
取
締
役
会
実
務
の
進
化
に

寄
与
す
る
視
点
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
昨
年
も
本
誌
は
日
本
私
法
学
会

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
に
伴
い
︑
②
松
井
秀

征
ほ
か﹁︿
日
本
私
法
学
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

資
料
﹀
株
主
に
よ
る
意
思
決
定
の
意
味
を

問
う

│
不
確
実
な
時
代
に
お
け
る
株
式

会
社
の
意
思
決
定
の
仕
組
み
﹂
二
三
三
五

号
四
頁
以
下
を
掲
載
し
て
い
ま
す
が
︑
同

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
問
題
意
識
は
︑
昨
今
の

日
本
企
業
の
株
主
構
成
を
前
提
と
し
て

も
︑
株
主
の
意
向
が
直
接
的
に
業
務
執
行

に
反
映
し
や
す
い
会
社
意
思
決
定
の
制
度

と
こ
れ
を
支
え
る
理
論
は
な
お
妥
当
す
る

の
か
と
い
う
点
に
あ
り
ま
し
た
︒

　

さ
ら
に
︑
株
式
買
取
価
格
に
つ
い
て
︑

昨
年
上
半
期
に
話
題
と
な
っ
た
伊
藤
忠
商

事
に
よ
る
フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
ト
株
式
買
取

価
格
決
定
申
立
事
件
を
詳
細
に
検
討
し
た

③
飯
田
秀
総
﹁
支
配
株
主
に
よ
る
キ
ャ
ッ

シ
ュ
ア
ウ
ト
に
係
る
株
式
買
取
請
求
の
公

正
な
価
格

│
フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
ト
事
件

︵
東
京
地
決
令
和
五
年
三
月
二
三
日
︶
の

検
討
﹂
二
三
三
一
号
四
頁
お
よ
び
④
鈴
木

一
功
=
吉
村
一
男﹁﹃
公
正
な
価
格
﹄
に
お

け
る
市
場
株
価
の
取
扱
い

│
フ
ァ
ミ

リ
ー
マ
ー
ト
株
式
買
取
価
格
決
定
申
立
事

件
決
定
を
踏
ま
え
て
﹂
二
三
三
七
号
一
六

頁
︑
昨
年
八
月
三
一
日
に
公
表
さ
れ
︑
大

き
な
話
題
と
な
っ
た
﹁
企
業
買
収
に
お
け

る
行
動
指
針
﹂
に
関
す
る
も
の
と
し
て
︑

⑤
森
本
滋
﹁
有
事
導
入
型
買
収
対
応
方
針

に
つ
い
て
〔上〕 

〔下〕

│
大
規
模
買
付
ル
ー
ル

違
反
の
対
抗
措
置
と
し
て
の
新
株
予
約
権

無
償
割
当
て
﹂
二
三
三
〇
号
四
頁
・
二
三

三
一
号
一
八
頁
お
よ
び
⑥
星
明
男﹁﹃
企
業

買
収
に
お
け
る
行
動
指
針
﹄
の
検
討

│

指
針
の
支
配
権
市
場
観
と
株
主
意
思
の
原

則
の
再
定
位
﹂
二
三
三
九
号
二
九
頁
を
掲

載
し
ま
し
た
︒

　

そ
し
て
︑
一
昨
年
よ
り
サ
ー
ビ
ス
提

供
が
な
さ
れ
て
い
る
︑
株
式
需
給
緩
衝
信

託
Ⓡ
を
論
じ
た
︑
⑦
岩
原
紳
作
﹁
株
式
需

給
緩
衝
信
託
Ⓡ
が
提
起
す
る
諸
問
題

│

自
己
株
式
の
市
場
売
却
﹂
二
三
三
三
号
四

〔図表１〕　本誌定期欄の紹介
〈毎月５日号掲載〉
⚫商事法務を考えるヒント
　�　研究者が商事法務分野のテーマを理論的に考察するために意
義があると考えた文献とそこから得た示唆を紹介。
⚫実務問答会社法
　�　法律実務家が具体的な事例に基づき会社法実務上の重要論点
を検討。後藤元東京大学教授監修。

〈毎月15日号掲載〉
⚫商事法判例研究
　�　京都大学商法研究会の判例研究の成果を公表。前田雅弘京都
大学教授，洲崎博史同志社大学教授，北村雅史関西大学教授監
修。
⚫実務問答金商法
　�　法律実務家が具体的な事例に基づき金商法実務上の重要論点
を検討。飯田秀総東京大学教授監修。

〈毎月25日号掲載〉
⚫米国会社・証取法判例研究
　　神戸大学商事法研究会の研究成果を公表。
⚫新商事判例便覧
　�　法律実務家が，毎回４本の判例について判決要旨と実務上の
意義をコンパクトに紹介。

〈適宜掲載〉
⚫商事法務トピック
⚫海外情報

〈毎号掲載〉
⚫ニュース
　　編集部が，毎号刊行直前の立案動向等のトピックを紹介。
⚫スクランブル
　　時々のトピックを論評。

〔図表２〕　本誌ニュース欄掲載内容の紹介
〈毎号掲載〉
⚫ニュース
　　各号直近の本誌関連トピックを整理して紹介。
⚫今後の掲載予定
　　次号以降の掲載予定論稿や掲載予定テーマを紹介。
⚫あとがき
　　編集部が本号の注目論稿等を紹介。

〈毎月５日号掲載〉
⚫月間日誌
　　前月の本誌関連トピックを幅広く振り返り。

〈毎月15日号掲載〉
⚫定時株主総会の概況
　　最新の定時株主総会の概況を紹介。

〈適宜掲載〉
⚫裁判情報
　　注目される裁判例等の概要を速報的に紹介。
⚫企業情報
　　注目される個別企業に関する動向等の概要を速報的に紹介。
⚫ご案内
　　当会・本誌からの案内事項を掲載。
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頁
︑
昨
年
上
半
期
に
実
際
に
発
生
し
た
事

例
も
踏
ま
え
て
分
配
可
能
額
を
超
え
た
剰

余
金
の
配
当
・
自
己
の
株
式
の
取
得
に
お

け
る
問
題
を
指
摘
し
た
⑧
弥
永
真
生
﹁
分

配
可
能
額
を
超
え
る
剰
余
金
の
配
当
お
よ

び
自
己
の
株
式
の
取
得
﹂
二
三
三
八
号
四

頁
︑
一
昨
年
の
東
京
電
力
株
主
代
表
訴
訟

事
件
・
東
京
地
裁
判
決
も
題
材
に
︑
取
締

役
に
求
め
ら
れ
る
義
務
や
対
応
に
つ
い
て

プ
リ
ン
シ
プ
ル
の
概
念
を
用
い
て
検
討
し

た
⑨
大
杉
謙
一
﹁
ソ
フ
ト
ロ
ー
と
取
締
役

の
義
務

│
東
京
電
力
株
主
代
表
訴
訟
事

件
・
東
京
地
裁
判
決
を
参
考
に
﹂
二
三
四

一
号
四
頁
︑
日
米
の
ポ
イ
ズ
ン
・
ピ
ル
の

変
遷
と
現
在
地
︑
そ
し
て
両
者
の
相
違
と

収
斂
に
つ
い
て
日
米
の
著
名
な
学
者
・
実

務
家
の
意
見
交
換
の
た
め
に
昨
年
七
月
に

実
施
さ
れ
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
抄
録
で
あ

る
⑩
得
津
晶
﹁
日
本
と
ア
メ
リ
カ
の
ポ
イ

ズ
ン
・
ピ
ル
の
現
在
﹂
二
三
四
二
号
四

頁
︑
一
昨
年
に
実
際
に
発
生
し
た
事
例
を

踏
ま
え
て
不
公
正
取
引
の
う
ち
金
商
法
の

安
定
操
作
罪
に
つ
い
て
論
じ
た
⑪
黒
沼
悦

郎
﹁
安
定
操
作
罪
に
お
け
る
安
定
目
的
の

意
義

│
最
近
の
安
定
操
作
事
件
を
素
材

と
し
て
﹂
二
三
四
三
号
一
六
頁
を
掲
載
し

て
い
ま
す
︒

　

そ
の
ほ
か
に
︑
企
業
統
治
改
革
と
政
策

保
有
株
の
関
係
を
論
じ
た
⑫
宮
島
英
昭
=

齋
藤
卓
爾
﹁
企
業
統
治
改
革
の
イ
ン
パ
ク

ト
〔上〕 

〔下〕

│
政
策
保
有
株
の
縮
小
と
資
本

効
率
の
改
善
は
実
現
し
た
の
か
﹂
二
三
三

六
号
四
頁
・
二
三
三
七
号
四
八
頁
︑
日
本

の
会
社
法
・
バ
ー
チ
ャ
ル
株
主
総
会
に
つ

い
て
ド
イ
ツ
法
と
の
比
較
か
ら
論
じ
た
⑬

高
橋
英
治
﹁
ド
イ
ツ
に
お
け
る
会
社
法
の

電
子
化
と
日
本
法
へ
の
示
唆
﹂
二
三
三
三

号
二
六
頁
を
掲
載
し
︑
毎
月
五
日
号
掲
載

の
定
期
欄
で
あ
る
﹁
商
事
法
務
を
考
え
る

ヒ
ン
ト
﹂
で
も
︑
実
務
の
関
心
に
沿
う
論

稿
を
複
数
︵
⑭
山
下
徹
哉
﹁
組
織
形
態
の

選
択
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
﹂
二
三
三

二
号
三
四
頁
︑
⑮
加
藤
貴
仁
﹁
イ
ン
サ
イ

ダ
ー
取
引
規
制
の
意
義
を
問
い
直
す
﹂
二

三
三
四
号
八
五
頁
︑
⑯
白
井
正
和
﹁
複
数

議
決
権
株
式
の
新
規
上
場
と
上
場
後
の
時

の
経
過
に
伴
う
問
題
﹂
二
三
三
六
号
五
一

頁
︑
⑰
松
尾
健
一
﹁
パ
ー
パ
ス
経
営
と
産

業
財
団
に
よ
る
株
式
保
有
﹂
二
三
三
九
号

九
〇
頁
︑
⑱
松
井
智
予
﹁
ポ
ー
タ
ル
サ
イ

ト
の
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
と
独
占
禁
止
法
﹂
二

三
四
一
号
七
七
頁
︑
⑲
松
中
学
﹁
非
流
動

性
デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
と
裁
判
例
の
理
解
﹂

二
三
四
五
号
六
一
頁
︶
掲
載
し
て
い
ま

す
︒２　

非
上
場
会
社
テ
ー
マ
の
情
報
提
供

　

Ｂ　

ま
た
︑
昨
年
下
半
期
は
︑
上
半
期

ハ
イ
ラ
イ
ト
で
告
知
し
た
と
お
り
︑
非
上

場
会
社
を
テ
ー
マ
と
す
る
論
稿
の
掲
載
に

も
力
を
入
れ
ま
し
た
︒
企
業
価
値
の
向
上

を
目
的
と
す
る
中
小
企
業
成
長
支
援
政
策

に
フ
ォ
ー
カ
ス
し
た
﹁︿
特
集
﹀﹃
一
〇
〇

億
企
業
﹄
へ
の
成
長
に
向
け
て
﹂
で
は
︑

⑳
柴
山
豊
樹
ほ
か
﹁
中
小
企
業
の
飛
躍
的

成
長
に
向
け
た
政
策
の
方
向
性

│
﹃
中

小
企
業
の
成
長
経
営
の
実
現
に
向
け
た
研

究
会 

中
間
報
告
書
﹄
の
概
要
﹂
二
三
三
九

〔図表３〕�　2023年下半期日誌─主な法令改正等
� （１月５日現在。号数は当該ニュースの掲載号）

６月
30日 経産省，「社外取締役向け研修・トレーニングの活

用の８つのポイント」および「社外取締役向けケー
ススタディ集」を公表（2332号）
金融庁，「サステナブルファイナンス有識者会議第
三次報告書」を公表（2332号）
金融庁，「機関投資家等のスチュワードシップ活動
に関する実態調査」最終報告書を公表（2332号）

７月
７日 国税庁，「『租税特別措置法に係る所得税の取扱い

について』の一部改正について（法令解釈通達）」
を公表（2333号）

18日 経産省，「サステナビリティ関連データの効率的な
収集及び戦略的活用に関する報告書（中間整理）～
開示を超えた戦略的活用への転換に必要な体制整
備と経営者及び取締役会の役割～」を公表（2333
号）

31日 欧州委，欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）
を採択
規制改革推進会議，「法人の実質的支配者情報に関
するFATF勧告への対応及び起業家の負担軽減に向
けた定款認証の見直しについて」を公表

８月
１日 金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正

する内閣府令（内閣府令第60号）が公布〔投資助言
業の兼業に係る環境整備〕
取締役協会，上場企業のコーポレート・ガバナン
ス調査（2023）の結果を公表
監査役協会，「主要監査業務のポイントと事例研究
―監査の実効性と効率性の向上を目指して（中間
報告）」を公表

２日 会計士協会，監査基準報告書700実務指針第１号
「監査報告書の文例」等の改正を公表（2334号）

４日 経産省，企業行動と投資促進政策に関する研究会
の第１回会議を開催〔企業行動に影響を与えるこ
とのできる支援策について検討〕

９日 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の
確保の推進に関する法律施行令の一部を改正する
政令（政令第259号）等が公布

17日 監査役協会，監査報告のひな型を改定（2335号）
25日 GPIF，「2022年度ESG活動報告」を公表
31日 経産省，「企業買収における行動指針」を公表

（2337号）
金融庁，「内部統制報告制度に関するQ&A」等の改
訂を公表（2337号）

９月
７日 有価証券の取引等の規制に関する内閣府令の一部

を改正する内閣府令（内閣府令第65号）〔アクティ
ブ型運用ETFに関する環境整備〕が施行

11日 OECD，G20／OECDコーポレートガバナンス原則
2023の公表（2338号）

15日 金融庁，「企業内容等の開示に関する内閣府令」等
の改正を公布〔IPOの公開価格設定プロセス等の見
直し〕（2338号）
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号
四
〇
頁
︑
㉑
松
田
育
子
ほ
か
﹁﹃
中
小
エ

ク
イ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
活
用
に
向
け

た
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
﹄
の
概

要
﹂
二
三
三
九
号
五
〇
頁
を
掲
載
し
ま
し

た
︒
ま
た
︑
昨
年
九
月
二
二
日
に
改
訂
さ

れ
た
﹁
中
小
Ｍ
＆
Ａ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
﹂
の

担
当
者
解
説
と
し
て
㉒
田
尻
雄
裕
ほ
か

﹁
中
小
Ｍ
＆
Ａ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
︹
第
二
版
︺

の
解
説
﹂
二
三
四
三
号
四
頁
︑
同
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
受
け
た
実
務
等
を
論
じ
た
㉓
柴

田
堅
太
郎
﹁
中
小
Ｍ
＆
Ａ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

︹
第
二
版
︺
の
Ｍ
＆
Ａ
仲
介
実
務
に
与
え

る
影
響
と
仲
介
者
の
行
為
規
範
﹂
二
三
四

六
号
一
七
頁
も
掲
載
し
て
い
ま
す
︵
詳
細

は
後
記
三
６
参
照
︶︒

　

さ
ら
に
︑
合
弁
会
社
に
関
す
る
論
点
を

検
討
し
た
㉔
松
下
憲
ほ
か
﹁
合
弁
事
業
に

関
す
る
実
務
上
の
諸
論
点
〔上〕
~ 

〔下〕

│
合

弁
会
社
の
運
営
上
の
視
点
を
踏
ま
え
て
﹂

二
三
四
三
号
四
四
頁
~
二
三
四
六
号
四
五

頁
の
ほ
か
︑
ス
ク
ラ
ン
ブ
ル
欄
に
お
い

て
︑
非
上
場
会
社
に
も
関
係
す
る
話
題
と

し
て
︑
㉕
﹁
日
本
に
お
け
る
フ
ァ
ミ
リ
ー

オ
フ
ィ
ス
へ
の
期
待
﹂
二
三
三
五
号
九
〇

頁
︑
㉖
﹁
中
小
企
業
の
Ｍ
＆
Ａ
を
め
ぐ
る

政
策
の
進
展
﹂
二
三
三
九
号
一
一
四
頁
︑

㉗
﹁
閉
鎖
会
社
株
式
の
分
散
﹂
二
三
四
五

号
八
六
頁
を
掲
載
し
ま
し
た
︒

３　

そ
の
他

　

Ｂ　

そ
の
他
昨
年
下
半
期
に
開
始
し
た

複
数
号
に
ま
た
が
る
企
画
と
し
て
は
︑
約

二
年
ぶ
り
に
︑
毎
月
一
五
日
号
掲
載
の
定

期
欄
と
し
て
︑
二
三
三
四
号
よ
り
飯
田
秀

総
監
修
=
金
商
法
・
実
務
研
究
会
編
﹁
実

務
問
答
金
商
法
﹂
の
第
二
シ
ー
ズ
ン
を
開

始
し
て
い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
企
業
側
と
投
資
家
側
の
情
報

ギ
ャ
ッ
プ
の
解
消
を
目
的
と
し
た
﹁︿
連

載
﹀
機
関
投
資
家
に
聞
く
﹂
も
二
三
三
九

号
よ
り
再
開
し
て
お
り
︑
本
シ
ー
ズ
ン

は
︑
主
要
な
投
資
家
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を

中
心
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
実
施
し
て
い
ま

す
︒

　

さ
ら
に
︑
二
三
四
〇
号
か
ら
は
毎
年
の

恒
例
企
画﹁︿
連
載
﹀
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
現
在
地
二
〇
二
三
﹂
も
開
始
し

て
い
ま
す
︒
本
連
載
は
︑
昨
年
四
月
に
公

表
さ
れ
た
﹁
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

改
革
の
実
質
化
に
向
け
た
ア
ク
シ
ョ
ン
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
﹂
で
企
業
と
投
資
家
の
自
律

的
な
改
革
の
重
要
性
が
説
か
れ
た
こ
と
も

踏
ま
え
︑
有
識
者
が
︑
企
業
が
コ
ー
ポ

レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
各
テ
ー
マ
に
取
り

組
む
べ
き
理
由
︑
参
考
と
な
る
実
例
や
具

体
的
取
組
み
等
を
自
身
の
経
験
を
踏
ま
え

た
言
葉
で
解
説
す
る
こ
と
を
主
眼
と
し
て

い
ま
す
︵
詳
細
は
後
記
三
２
参
照
︶︒

　

そ
し
て
︑
上
半
期
か
ら
の
継
続
企
画
と

し
て
︑﹁
第
六
五
回
東
京
大
学
比
較
法
政

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
﹃
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
最
新
動
向
と
人
的
資
本
改

革
元
年
へ
の
対
応
﹄﹂
を
基
に
し
た
︑
㉘
石

坂
修
﹁
Ｅ
Ｓ
Ｇ
へ
の
取
組
み
︵
人
的
資
本

の
高
度
化
︶
と
資
本
市
場
と
の
対
話
﹂
二

三
三
一
号
三
一
頁
︑
㉙
豊
田
原
﹁
ビ
ジ
ネ

ス
と
人
権
を
取
り
巻
く
動
向
と
指
針
の
策

定
﹂
二
三
三
二
号
三
八
頁
︑
㉚
松
井
智
予

19日 日証協，「IPOにおける公開価格の設定プロセスの
変更点・留意点等について」を公表（2338号）
自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD），
開示フレームワーク（推奨事項）とガイダンスを公
表

22日 中企庁，「中小M&Aガイドライン」を改訂（2339
号）

27日 新しい資本主義実現会議，「新しい資本主義の推進
についての重点事項」を取りまとめ（2339号）

10月
４日 内閣官房，資産運用立国分科会の第１回会議を開

催（2340号）
東証，会社情報適時開示ガイドブックの改訂〔投資
単位の引下げ，女性役員の選任〕

12日 取締役協会，「未成年者に対する性加害問題に関わ
る標準ガバナンスコード」の公表（2340号）

17日 金融庁，「中小企業の事業再生等に関するガイドラ
イン事例集」を公表（2340号）

18日 監査役協会関西支部監査実務研究会，「選任等及び
報酬等に対する監査等委員会の意見陳述権の再
考」を公表（2341号）
日証協，「個人投資家の証券投資に関する意識調査
（2023年概要版）」を公表（2340号）

26日 東証，「『資本コストや株価を意識した経営の実現
に向けた対応』に関する開示企業一覧表の公表等
について」を公表（2341号）

31日 法務省，「起業家の負担軽減に向けた定款認証の見
直しに関する検討会」の第１回会議を開催（2345
号）
経産省，「経済安全保障に係る産業・技術基盤強化
アクションプラン」を公表（2342号）

11月
１日 信託協会，上場企業の株主総会における個人株主

等の議決権行使状況を取りまとめ（2342号）
６日 日証協，「有価証券の引受け等に関する規則」等を

一部改正〔ベンチャーファンド関係〕（2342号）
10日 投信協，「投資信託及び投資法人に係る運用報告書

等に関する規則」等の一部改正案で意見募集（2343
号）

15日 全銀協，「手形・小切手機能の全面的な電子化に向
けた自主行動計画」を改定（2343号）

16日 経済安全保障法に基づく特定社会基盤事業者の指
定等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令
等が公布・施行（2343号）

17日 全株懇，「株主・投資家への対応を巡る実務課題～
電子提供制度適用後の実務課題・サステナビリ
ティ情報法定開示の実務対応・株主からの書類閲
覧等請求対応～」を公表

22日 東証，「四半期開示の見直しに関する実務の方針」
を公表（2345号）
会計士協会，四半期開示制度の見直しに関する対
応を公表（2345号）

27日 監査役協会，「企業のサステナビリティへの取組み
及び監査等委員会の関与の在り方〈人的資本編〉」
を公表

29日 金融商品取引法等の一部を改正する法律（令和５
年法律第79号）が公布される〔四半期開示制度の見
直し等〕（2345号）
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=
武
井
一
浩
=
神
作
裕
之﹁﹃
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
最
新
動
向
と
人

的
資
本
改
革
元
年
へ
の
対
応
﹄
各
報
告
に

対
す
る
コ
メ
ン
ト
・
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
﹂
二
三
三
四
号
六
一
頁
も
掲
載
し
て
い

ま
す
︒
人
的
資
本
に
フ
ォ
ー
カ
ス
し
た
一

連
の
内
容
は
︑
後
記
三
２
の
掲
載
内
容
と

併
せ
て
各
社
の
取
組
み
・
実
務
の
参
考
に

な
る
も
の
と
思
い
ま
す
︒

　

Ａ　

次
に
主
な
法
令
改
正
等
の
動
向
と

関
連
記
事
の
紹
介
に
移
ろ
う
︒
法
令
改
正

等
の
動
向
に
つ
い
て
は
本
稿
で
も
簡
単
に

触
れ
る
が
︑
図
表
３
と
各
号
の
ニ
ュ
ー
ス

欄
に
詳
し
い
の
で
︑
適
宜
ご
参
照
い
た
だ

き
た
い
︒

１　

株
主
総
会

　

Ｃ　

株
主
総
会
に
つ
い
て
は
︑
令
和
元

年
会
社
法
改
正
で
導
入
さ
れ
︑
昨
年
三
月

総
会
よ
り
適
用
が
始
ま
っ
た
株
主
総
会
資

料
の
電
子
提
供
制
度
へ
の
対
応
状
況
が
注

目
を
集
め
ま
し
た
︒
従
来
の
招
集
通
知
の

作
成
・
発
送
実
務
が
大
き
く
変
わ
る
制
度

改
正
で
も
あ
り
︑
各
社
に
お
い
て
試
行
錯

誤
し
つ
つ
の
対
応
が
み
ら
れ
た
ほ
か
︑
書

面
交
付
請
求
の
有
無
な
ど
株
主
の
反
応
も

関
心
を
集
め
た
と
こ
ろ
で
す
︒
ま
た
︑
昨

年
総
会
に
お
い
て
は
株
主
提
案
の
数
が
過

去
最
高
を
更
新
す
る
な
ど
︑
国
内
・
海
外

の
機
関
投
資
家
の
影
響
力
や
︑
一
般
株
主

の
関
心
が
ま
す
ま
す
増
し
て
い
る
こ
と
も

注
目
す
べ
き
点
で
す
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
電
子
提
供
制
度
下
で

の
準
備
対
応
を
振
り
返
り
な
が
ら
︑
制
度

適
用
初
年
度
の
総
会
を
迎
え
た
各
社
の
動

向
や
取
組
み
事
例
︑
今
後
の
課
題
・
展
望

等
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
㉛
加
藤
崇
司

=
松
田
圭
介
=
中
川
雅
博
=
塚
本
英
巨

﹁︿
座
談
会
﹀
電
子
提
供
制
度
下
の
株
主
総

会
初
年
度
を
終
え
て
〔上〕 

〔下〕
﹂
二
三
三
四
号

六
頁
・
二
三
三
五
号
六
七
頁
を
︑
ま
た
︑

昨
年
六
月
総
会
に
お
け
る
機
関
投
資
家
の

議
決
権
行
使
動
向
を
分
析
し
た
㉜
保
坂
大

希
﹁
機
関
投
資
家
の
議
決
権
行
使
動
向

│
二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
の
振
り

返
り
﹂
二
三
四
一
号
四
四
頁
を
掲
載
し
て

い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
例
年
ど
お
り
︑
㉝
商
事
法
務
研

究
会
編
﹁
二
〇
二
三
年
株
主
総
会
白
書
﹂

二
三
四
四
号
を
刊
行
し
て
い
ま
す
が
︑
同

白
書
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
電
子
提
供
制
度

へ
の
準
備
対
応
等
に
関
す
る
設
問
を
新
設

し
ま
し
た
︒
前
年
と
同
様
︑
全
国
の
上
場

会
社
を
調
査
対
象
と
し
て
︑
合
計
一
︑
九

七
九
社
よ
り
得
ら
れ
た
回
答
か
ら
︑
同
制

度
へ
の
準
備
対
応
状
況
や
︑
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
感
染
症
法
上
の
二
類

感
染
症
か
ら
五
類
感
染
症
に
移
行
さ
れ
た

こ
と
等
に
伴
う
総
会
実
務
の
変
化
等
の
調

査
結
果
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
︒

　

Ａ　

電
子
提
供
制
度
の
適
用
初
年
度
で

あ
っ
た
昨
年
総
会
と
異
な
り
︑
二
〇
二
四

年
総
会
に
お
い
て
は
︑
大
き
な
法
令
改
正

対
応
の
テ
ー
マ
は
見
当
た
ら
な
い
︒
と
は

い
え
︑
二
〇
二
四
年
総
会
に
向
け
た
最
新

三　

主
な
法
令
改
正
等
と
関
連
記
事

経産省，支援機関を通じた中堅・中小企業等のDX
支援の在り方に関する検討会（第１回）を開催

30日 知的財産推進計画2024の策定に向けた「構想委員
会」が第１回会議を開催（2345号）
監査役協会，「多様化するリスクの把握と監査活動
への反映及びその開示」を公表

12月
１日 金融庁，「企業内容等の開示に関する内閣府令」等

の改正案で意見募集〔個人情報開示の見直し〕
（2345号）

６日 監査役協会，「有価証券報告書の作成プロセスに対
する監査役等の関与について―実態調査に基づく
現状把握と事例紹介」を公表

８日 金融庁，「インサイダー取引規制に関するQ＆A」
の追加を公表（2346号）

12日 金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」およ
び「資産運用に関するタスクフォース」報告書を公
表（2346号）

14日 日弁連，社外取締役ガイドライン2023年改訂版を
公表

15日 企業会計基準委，「中間財務諸表に関する会計基準
（案）」等で意見募集（2346号）

18日 JPX，市場区分の見直しに関するフォローアップ
会議の第13回会議が開催
東証，金商法改正に伴う四半期開示の見直しに関
する上場制度の見直し等について意見募集（2346
号）

19日 ISS，議決権行使助言方針の2024年版を公表
21日 金融庁，「四半期レビュー基準の期中レビュー基準

への改訂及び監査に関する品質管理基準の改訂に
ついて（公開草案）」を公表
監査役協会，改定版「会計監査人の評価及び選定基
準策定に関する監査役等の実務指針」を公表

22日 企業内容等の開示に関する内閣府令等（内閣府令
第81号）が公布〔重要な契約関係〕

25日 金融庁，金融審議会「公開買付制度・大量保有報告
制度等ワーキング・グループ」報告を公表

26日 法務省，「商業登記規則等の一部を改正する省令
案」について意見募集〔代表取締役等の住所非表示
措置〕
金融庁，「企業内容等の開示に関する留意事項につ
いて（企業内容等開示ガイドライン）」を改正
金融庁，「経営者保証に関するガイドライン」等の
活用実績を公表
東証，「少数株主保護及びグループ経営に関する情
報開示の充実」および「支配株主・支配的な株主を
有する上場会社において独立社外取締役に期待さ
れる役割」に関する取りまとめを公表
東証，上場会社の内部管理体制等の改善の実効性
向上に向けた特設注意市場銘柄制度の見直し等に
係る有価証券上場規程等を一部改正

27日 金融庁，「記述情報の開示の好事例集2023」を公表
月内 グラスルイス，議決権行使助言方針の2024年版を

公表

六
校
六
校

六
校
六
校

五
校
五
校

五
校
五
校
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の
実
務
動
向
に
つ
い
て
︑
当
会
で
は
会
員

解
説
会
と
し
て
︑
茂
木
美
樹
=
菊
地
伸

﹁
二
〇
二
三
年
定
時
株
主
総
会
の
総
括
と

二
〇
二
四
年
定
時
株
主
総
会
に
向
け
て
の

実
務
の
ポ
イ
ン
ト
﹂
を
開

催
し
て
い
る
の
で
︑
活
用

し
て
み
て
は
い
か
が
だ
ろ

う
か
︒

２　

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

　

Ｃ　

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関

す
る
動
向
と
し
て
︑
一
つ
は
︑
昨
年
九
月

九
日
~
一
〇
日
に
開
催
さ
れ
た
Ｇ
20
サ

ミ
ッ
ト
で
︑﹁
Ｇ
20
／
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ポ

レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
原
則
﹂
の
改
訂
が

承
認
さ
れ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
︒
同

改
訂
で
は
︑
ⅰ
企
業
に
よ
る
株
式
市
場
へ

の
ア
ク
セ
ス
の
改
善
︑
ⅱ
企
業
の
持
続
可

能
性
と
強
靭
性
の
向
上
に
資
す
る
コ
ー
ポ

レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

の
提
示
を
目
的
に
︑
株
主
権
︑
機
関
投
資

家
等
の
役
割
︑
企
業
情
報
開
示
お
よ
び
透

明
性
︑
な
ら
び
に
取
締
役
会
の
責
任
に
関

す
る
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
や
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
お
よ
び
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
に
関
す
る
章

の
新
設
な
ど
が
行
わ
れ
ま
し
た
︒

　

も
う
一
つ
の
動
向
に
︑
東
京
証
券
取
引

所
︵
以
下
﹁
東
証
﹂
と
い
う
︶
に
お
い
て

﹁
市
場
区
分
の
見
直
し
に
関
す
る
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
会
議
﹂
と
﹁
従
属
上
場
会
社

に
お
け
る
少
数
株
主
保
護
の
在
り
方
等
に

関
す
る
研
究
会
﹂
が
下
半
期
も
開
催
さ
れ

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
︒
前
者
で
は
資

本
コ
ス
ト
や
株
価
を
意
識
し
た
経
営
の
実

現
に
向
け
た
対
応
お
よ
び
株
主
と
の
対
話

の
推
進
と
開
示
に
関
す
る
今
後
の
取
組
み

や
プ
ラ
イ
ム
市
場
に
お
け
る
英
文
開
示
の

拡
充
︑
グ
ロ
ー
ス
市
場
の
機
能
発
揮
に
向

け
た
今
後
の
対
応
等
に
つ
い
て
検
討
・
整

理
さ
れ
て
い
る
ほ
か
︑
後
者
で
は
従
属
上

場
会
社
に
お
け
る
少
数
株
主
保
護
の
あ
り

方
に
つ
い
て
上
場
制
度
の
整
備
へ
向
け
て

検
討
が
重
ね
ら
れ
︑
一
二
月
二
六
日
に

は
︑
親
子
上
場
会
社
等
に
対
し
少
数
株
主

保
護
や
グ
ル
ー
プ
経
営
に
関
す
る
情
報
開

示
の
充
実
を
求
め
る
こ
と
や
︑
少
数
株
主

保
護
の
た
め
に
独
立
社
外
取
締
役
が
果
た

す
べ
き
役
割
等
に
つ
い
て
の
取
り
ま
と
め

が
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
︒

　

さ
ら
に
︑
昨
年
一
〇
月
二
六
日
に
は
︑

前
記
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
会
議
の
審
議
を
踏

ま
え
て
︑
東
証
か
ら
﹁﹃
資
本
コ
ス
ト
や
株

価
を
意
識
し
た
経
営
の
実
現
に
向
け
た
対

応
﹄
に
関
す
る
開
示
企
業
一
覧
表
の
公
表

等
に
つ
い
て
﹂
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
︒
同

文
書
で
は
︑
ⅰ
﹁
資
本
コ
ス
ト
や
株
価
を

意
識
し
た
経
営
の
実
現
に
向
け
た
対
応
﹂

の
要
請
に
関
す
る
東
証
の
今
後
の
取
組
み

の
概
要
の
紹
介
︑
ⅱ
そ
の
よ
う
な
取
組
み

の
一
環
と
し
て
︑
要
請
に
基
づ
き
開
示
し

て
い
る
企
業
の
一
覧
表
を
公
表
す
る
こ
と

の
通
知
︑
ⅲ
要
請
の
趣
旨
・
留
意
点
の
再

周
知
︑
ⅳ
上
場
会
社
の
開
示
状
況
︑
投
資

家
等
か
ら
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
公
表
が

な
さ
れ
て
い
ま
す
︒
Ｐ
Ｂ
Ｒ
一
倍
割
れ
の

解
消
な
ど
︑
企
業
に
お
い
て
資
本
コ
ス
ト

や
株
価
を
意
識
し
て
企
業
価
値
の
向
上
に

向
け
た
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
よ
り
強
力
に

推
進
さ
せ
る
必
要
が
出
て
き
て
い
ま
す
︒

　

そ
し
て
︑
昨
年
一
二
月
一
二
日
︑
金
融

審
議
会
﹁
市
場
制
度
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ

ル
ー
プ
﹂︵
座
長
・
神
田
秀
樹
学
習
院
大

学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授
︶
お
よ
び

﹁
資
産
運
用
に
関
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
﹂

︵
座
長
・
加
藤
貴
仁
東
京
大
学
大
学
院
法

学
政
治
学
研
究
科
教
授
︶
が
報
告
書
を
公

表
し
て
い
ま
す
︒
同
報
告
書
は
︑
イ
ン
ベ

ス
ト
メ
ン
ト
・
チ
ェ
ー
ン
を
通
じ
た
﹁
成

長
と
分
配
の
好
循
環
﹂
を
推
進
す
る
た
め

の
取
組
み
を
ま
と
め
て
い
ま
す
が
︑
そ
の

中
で
は
︑
資
産
運
用
業
の
高
度
化
︑
ア

セ
ッ
ト
オ
ー
ナ
ー
に
関
す
る
機
能
強
化
︑

ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
活
動
の
実
質
化
等

の
た
め
の
取
組
み
も
掲
げ
ら
れ
て
い
ま

す
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
昨
年
下
半
期
に
は

﹁〈
連
載
〉
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

現
在
地
二
〇
二
三
⑴
~
⑺
﹂
と
し
て
︑
㉞

古
布
薫
﹁
な
ぜ
今
資
本
コ
ス
ト
な
の
か
﹂

二
三
四
〇
号
四
頁
︑
㉟
安
井
桂
大
﹁
資
本

市
場
と
向
き
合
う
企
業
情
報
開
示
﹂
二
三

四
一
号
三
〇
頁
︑
㊱
高
山
与
志
子
ほ
か

﹁
取
締
役
会
の
実
効
性
と
社
外
取
締
役
に

対
す
る
評
価
の
考
え
方
﹂
二
三
四
二
号
二

四
頁
︑
㊲
竹
内
朗
﹁
企
業
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

≒

リ
ス
ク
テ
イ
ク
の
現
在
地
﹂
二

三
四
二
号
三
一
頁
︑
㊳
大
澤
大
﹁
経
済
安

全
保
障
の
観
点
を
踏
ま
え
た
技
術
情
報
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
強
化

│
国
家
的
な
技
術
調

達
活
動
の
脅
威
を
考
慮
し
た
現
地
法
人
へ

の
技
術
共
有
の
検
討
﹂
二
三
四
三
号
五
二

頁
︑
㊴
鮫
島
正
洋
﹁
知
財
ガ
バ
ナ
ン
ス
﹂

二
三
四
五
号
三
六
頁
︑
㊵
小
西
真
木
子

﹁
経
営
者
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
報

酬

│
実
効
性
を
さ
ら
に
高
め
る
た
め
の

実
務
ポ
イ
ン
ト
﹂
二
三
四
五
号
四
四
頁
を

掲
載
し
て
い
ま
す
︒
本
連
載
は
次
号
か
ら

さ
ら
に
三
回
継
続
予
定
で
す
︒

　

ま
た
︑
海
外
文
献
の
研
究
結
果
を
基
に

Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
取
組
み
と
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ

ナ
ン
ス
を
併
せ
て
論
じ
た
㊶
須
磨
美
月

﹁
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
実
践
と
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ

ナ
ン
ス
﹂
二
三
四
〇
号
一
七
頁
︑
上
場
会

社
に
お
け
る
機
関
設
計
の
現
状
と
ポ
イ
ン

ト
を
論
じ
た
㊷
太
子
堂
厚
子
﹁
上
場
会
社

に
お
け
る
機
関
設
計
の
選
択
の
現
在
地
と

将
来
の
展
望
﹂
二
三
三
六
号
四
〇
頁
︑
近

時
の
役
員
報
酬
制
度
の
実
態
を
分
析
し
て

経
営
戦
略
と
の
関
連
性
に
着
目
し
た
㊸
小

澤
信
彦
ほ
か
﹁
開
示
か
ら
み
る
役
員
報
酬

と
企
業
戦
略
の
連
動

│
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
指
標
と
の
連
動
に
触
れ
て
﹂
二
三
四

五
号
二
七
頁
も
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

　

Ｃ　

ま
た
︑
取
締
役
・
取
締
役
会
に
関

す
る
動
向
と
し
て
は
︑﹁
女
性
版
骨
太
の

方
針
二
〇
二
三
﹂
に
お
い
て
︑
プ
ラ
イ
ム

市
場
上
場
会
社
に
対
し
﹁
二
〇
三
〇
年
ま

で
に
︑
女
性
役
員
の
比
率
を
三
〇
％
以
上

と
す
る
こ
と
を
目
指
す
﹂
こ
と
が
決
定
さ

れ
た
こ
と
を
受
け
︑
昨
年
一
〇
月
一
〇

日
︑
東
証
の
有
価
証
券
上
場
規
程
に
お
い

て
も
︑
プ
ラ
イ
ム
市
場
上
場
会
社
に
対
し

二
〇
二
五
年
を
目
途
に
女
性
役
員
を
一
名

以
上
選
任
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
︑
二
〇

三
〇
年
ま
で
に
女
性
役
員
の
比
率
を
三

〇
％
以
上
と
す
る
こ
と
を
目
指
す
こ
と
︑

こ
れ
ら
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
行
動

計
画
の
策
定
を
推
奨
す
る
こ
と
を
定
め
る

規
定
が
盛
り
込
ま
れ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
︒
さ
ら
に
︑
社
外
取
締
役
の
数
が
増

加
す
る
中
︑
社
外
取
締
役
の
質
の
向
上
が

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
鍵
と

な
る
と
し
て
︑
経
済
産
業
省
は
︑
昨
年
六

月
三
〇
日
に
﹁
社
外
取
締
役
向
け
研
修
・

《会員解説会》

六
校
六
校

六
校
六
校

五
校
五
校

五
校
五
校
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ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
活
用
の
八
つ
の
ポ
イ
ン

ト
﹂
お
よ
び
﹁
社
外
取
締
役
向
け
ケ
ー
ス

ス
タ
デ
ィ
集
﹂
を
公
表
し
︑
社
外
取
締
役

と
し
て
求
め
ら
れ
る
行
動
や
留
意
点
等
を

整
理
し
ま
し
た
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
そ
れ
ぞ
れ
実
態
調
査

に
基
づ
い
て
取
締
役
会
議
長
・
取
締
役
会

評
価
に
つ
い
て
論
じ
た
㊹
佃
秀
昭
﹁
取
締

役
会
議
長
の
現
状
と
課
題

│
取
締
役
会

議
長
実
態
調
査
の
紹
介
﹂
二
三
四
五
号
四

頁
︑
㊺
岩
田
宜
子
ほ
か
﹁
取
締
役
会
評
価

の
近
時
の
状
況
と
分
析
﹂
二
三
四
六
号
二

九
頁
を
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

３　

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
と
経
済
安
全

保
障

　

Ｃ　

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
大

き
な
動
向
の
一
つ
は
︑
昨
年
六
月
二
六
日

に
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
︵
国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

基
準
審
議
会
︶
が
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
１
︵
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
財
務
情
報
の
開
示
に

関
す
る
全
般
的
な
要
求
事
項
︶
と
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ 

Ｓ
２
︵
気
候
関
連
開
示
︶
を
最
終
化
し

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
︒
こ
れ
を
受
け

て
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
︵
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準

委
員
会
︶
は
︑
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
に
相
当

す
る
日
本
版
Ｓ
１
基
準
お
よ
び
日
本
版
Ｓ

２
基
準
の
開
発
に
着
手
し
︑
確
定
基
準
を

二
〇
二
四
年
度
中
に
公
表
す
る
こ
と
を
目

標
と
し
て
い
ま
す
︒

　

さ
ら
に
︑
昨
年
七
月
一
八
日
︑
経
済
産

業
省
に
設
置
さ
れ
た
﹁
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な

企
業
価
値
創
造
に
向
け
た
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
関
連
デ
ー
タ
の
効
率
的
な
収
集
と
戦

略
的
活
用
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ

ル
ー
プ
﹂︵
座
長
・
北
川
哲
雄
青
山
学
院

大
学
名
誉
教
授
・
東
京
都
立
大
学
特
任
教

授
︶
よ
り
﹁
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連

デ
ー
タ
の
効
率
的
な
収
集
及
び
戦
略
的
活

用
に
関
す
る
報
告
書
︵
中
間
整
理
︶

│

開
示
を
超
え
た
戦
略
的
活
用
へ
の
転
換
に

必
要
な
体
制
整
備
と
経
営
者
及
び
取
締
役

会
の
役
割
﹂
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
︒
同
中

間
整
理
で
は
︑
多
く
の
企
業
は
ま
だ
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
デ
ー
タ
等
を
経
営
戦

略
に
活
用
す
る
と
い
う
発
想
に
ま
で
至
っ

て
い
な
い
と
の
問
題
意
識
か
ら
︑
ア
ン

ケ
ー
ト
の
調
査
結
果
や
事
例
調
査
等
を
踏

ま
え
︑
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
デ
ー
タ

の
収
集
と
戦
略
的
活
用
に
お
け
る
課
題
の

洗
い
出
し
や
整
理
を
行
う
と
と
も
に
︑
各

課
題
に
対
す
る
方
策
や
目
指
す
べ
き
姿
を

取
り
ま
と
め
て
い
ま
す
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
前
者
に
つ
い
て
Ｓ
Ｓ

Ｂ
Ｊ
に
よ
る
解
説
と
し
て
㊻
川
西
安
喜

﹁
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基

準
の
概
要
と
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
今
後
の
計
画
﹂

二
三
三
六
号
一
六
頁
︑
後
者
に
つ
い
て
経

済
産
業
省
の
担
当
者
解
説
と
し
て
㊼
小
松

拓
史
ほ
か
﹁
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連

デ
ー
タ
の
効
率
的
な
収
集
及
び
戦
略
的
活

用
に
関
す
る
報
告
書
︵
中
間
整
理
︶
の
概

要
﹂
二
三
三
四
号
五
四
頁
を
掲
載
し
て
い

ま
す
︒
そ
の
ほ
か
︑
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

と
法
務
部
門
の
か
か
わ
り
に
つ
い
て
論
じ

た
㊽
森
貴
子
ほ
か
﹁
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

関
連
法
務
の
取
組
み
と
今
後
の
方
向
性
に

つ
い
て
﹂
二
三
三
八
号
四
五
頁
︑
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
と
取
締
役
会
・
監
査
等
委
員

会
と
の
か
か
わ
り
に
つ
い
て
論
じ
た
㊾
小

西
真
理
﹁
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
と

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

│
監
督
機

能
︵
ボ
ー
ド
機
能
︶
お
よ
び
監
査
等
委
員

会
の
実
務
の
視
点
か
ら
﹂
二
三
四
五
号
一

八
頁
を
掲
載
し
ま
し
た
︒

　

Ｃ　

ま
た
︑
昨
年
一
二
月
二
七
日
に

は
︑
金
融
庁
か
ら
﹁
記
述
情
報
の
開
示
の

好
事
例
集
二
〇
二
三
﹂
が
公
表
さ
れ
て
い

ま
す
︒
同
事
例
集
は
︑
二
〇
二
三
年
に
有

価
証
券
報
告
書
等
に
新
設
さ
れ
た
﹁
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
考
え
方
及
び
取

組
﹂
の
記
載
欄
に
つ
い
て
︑
ど
の
よ
う
な

開
示
が
投
資
判
断
に
と
っ
て
有
益
と
な
る

か
︑
開
示
が
進
ん
で
い
る
と
考
え
ら
れ
る

企
業
に
は
さ
ら
な
る
開
示
の
充
実
を
︑
こ

れ
か
ら
取
り
組
む
企
業
に
は
開
示
の
底
上

げ
に
役
立
て
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お

り
︑
今
後
︑﹁
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
概
要
﹂
等
の
項
目
の
追
加
が
予
定
さ

れ
て
い
ま
す
︒

　

他
方
︑
経
済
安
全
保
障
に
関
す
る
動
向

と
し
て
は
︑
昨
年
一
一
月
一
六
日
︑﹁
経
済

施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安

全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に

基
づ
く
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
の
指
定
等

に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る

内
閣
府
令
﹂
が
公
布
さ
れ
て
い
ま
す
︒

　

そ
の
他
︑
昨
年
一
〇
月
一
二
日
︑
日
本

取
締
役
協
会
は
﹁
未
成
年
者
に
対
す
る
性

加
害
問
題
に
関
わ
る
標
準
ガ
バ
ナ
ン
ス

コ
ー
ド
﹂
を
策
定
し
ま
し
た
︒
多
く
の
企

業
で
も
対
応
が
求
め
ら
れ
た
︑
芸
能
事
務

所
で
の
未
成
年
者
に
対
す
る
性
加
害
問

題
︑
い
わ
ゆ
る
ジ
ャ
ニ
ー
ズ
問
題
を
受
け

て
策
定
さ
れ
た
同
コ
ー
ド
は
︑
五
つ
の
基

本
原
則
を
掲
げ
︑
未
成
年
者
の
人
権
の
尊

重
す
る
企
業
の
責
任
と
確
立
す
べ
き
方
針

お
よ
び
プ
ロ
セ
ス
の
明
確
化
等
を
求
め
て

い
ま
す
︒

　

Ａ　

こ
の
改
正
内
閣
府
令
に
つ
い
て
は

担
当
者
解
説
を
今
後
掲
載
予
定
で
あ
る
ほ

か
︑
次
号
で
は
新
春
座
談
会
と
し
て
︑﹁
ビ

ジ
ネ
ス
と
人
権
﹂
規
範
の
拘
束
力
の
諸
相

を
テ
ー
マ
と
し
た
座
談
会
企
画
も
掲
載
予

定
で
あ
る
の
で
︑
ご
期
待
い
た
だ
き
た

い
︒４　

Ｍ
＆
Ａ

　

Ｃ　

Ｍ
＆
Ａ
関
連
の
テ
ー
マ
で
最
も
大

き
な
動
き
は
︑
経
済
産
業
省
が
︑
昨
年
八

月
三
一
日
に
﹁
企
業
買
収
に
お
け
る
行
動

指
針
﹂
を
策
定
し
た
点
で
す
︒
同
指
針
で

は
︑
上
場
会
社
の
経
営
支
配
権
を
取
得
す

る
買
収
を
め
ぐ
る
当
事
者
の
行
動
の
あ
り

方
を
中
心
に
︑
Ｍ
＆
Ａ
に
関
す
る
公
正
な

ル
ー
ル
形
成
に
向
け
て
経
済
社
会
に
お
い

て
共
有
さ
れ
る
べ
き
原
則
論
お
よ
び
ベ
ス

ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
を
提
示
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
︑
上
場
会
社
の
経
営
支
配
権
を

取
得
す
る
買
収
一
般
に
お
い
て
尊
重
さ
れ

る
べ
き
三
つ
の
原
則
︵
企
業
価
値
・
株
主

共
同
の
利
益
の
原
則
︑
株
主
意
思
の
原

則
︑
透
明
性
の
原
則
︶
を
そ
れ
ぞ
れ
敷
衍

す
る
形
で
基
本
的
視
点
等
を
明
ら
か
に
し

た
上
で
︑
買
収
提
案
を
め
ぐ
る
取
締
役
・

取
締
役
会
の
行
動
規
範
を
示
し
︑
買
収
へ

の
対
応
方
針
・
対
抗
措
置
に
つ
い
て
こ
れ

ま
で
の
裁
判
例
を
踏
ま
え
︑
四
つ
の
観
点

︵
株
主
意
思
の
尊
重
︑
必
要
性
・
相
当
性

の
確
保
︑
事
前
の
開
示
︑
資
本
市
場
と
の

対
話
︶
か
ら
整
理
さ
れ
ま
し
た
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
同
指
針
の
担
当
者
解

説
と
し
て
㊿
保
坂
泰
貴﹁﹃
企
業
買
収
に
お

け
る
行
動
指
針
﹄
の
解
説
〔上〕 

〔下〕
﹂
二
三
三

六
校
六
校

六
校
六
校

五
校
五
校

五
校
五
校
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七
号
四
頁
・
二
三
三
八
号
五
三
頁
を
掲
載

す
る
と
と
も
に
︑
同
指
針
が
実
務
に
与
え

る
影
響
等
を
考
察
し
た
�
石
綿
学
ほ
か

﹁﹃
企
業
買
収
に
お
け
る
行
動
指
針
﹄
の
実

務
か
ら
の
考
察
〔上〕 

〔下〕
﹂
二
三
三
八
号
一
九

頁
・
二
三
三
九
号
七
八
頁
︑
同
指
針
を
理

論
的
に
検
討
し
た
前
記
⑥
星
論
稿
を
掲
載

し
て
い
ま
す
︒

　

Ｃ　

ま
た
︑
も
う
一
つ
大
き
な
動
向
と

し
て
は
︑
昨
年
六
月
五
日
よ
り
﹁
公
開
買

付
制
度
・
大
量
保
有
報
告
制
度
等
ワ
ー
キ

ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
﹂︵
座
長
・
神
田
秀
樹

学
習
院
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授
︶

に
て
︑
公
開
買
付
制
度
・
大
量
保
有
報
告

制
度
等
の
見
直
し
が
行
わ
れ
た
点
で
す
︒

近
時
に
お
け
る
市
場
内
取
引
等
を
通
じ
た

非
友
好
的
買
収
事
例
の
増
加
︑
Ｍ
＆
Ａ
の

多
様
化
︑
パ
ッ
シ
ブ
投
資
の
増
加
︑
協
働

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
広
が
り
︑
企
業
と

投
資
家
の
建
設
的
な
対
話
の
重
要
性
の
高

ま
り
な
ど
の
資
本
市
場
の
環
境
変
化
を
踏

ま
え
て
両
制
度
を
見
直
す
も
の
で
す
が
︑

検
討
課
題
は
多
岐
に
わ
た
り
ま
し
た
︵
本

誌
二
三
二
九
号
既
報
︶︒
昨
年
一
二
月
二

五
日
に
は
︑
同
Ｗ
Ｇ
の
取
り
ま
と
め
と
し

て
︑
市
場
内
取
引
を
通
じ
て
企
業
支
配
権

に
重
大
な
影
響
を
与
え
る
場
合
に
も
公
開

買
付
け
の
実
施
を
義
務
づ
け
る
べ
き
こ
と

や
︑
協
働
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
促
進
す

る
観
点
か
ら
︑
複
数
の
機
関
投
資
家
が
一

定
の
合
意
を
行
わ
な
い
限
り
︑﹁
共
同
保

有
者
﹂
と
し
て
保
有
割
合
を
合
算
す
る
必

要
が
な
い
こ
と
と
す
べ
き
こ
と
な
ど
が
提

言
さ
れ
て
い
ま
す
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
同
Ｗ
Ｇ
の
検
討
課
題

に
関
連
し
た
論
稿
と
し
て
︑
�
越
智
晋
平

﹁
大
量
保
有
報
告
制
度
に
お
け
る
保
有
目

的
の
開
示
の
論
点
﹂
二
三
三
四
号
三
五

頁
︑
�
太
田
洋
﹁
Ｔ
Ｏ
Ｂ
・
大
量
保
有
報

告
規
制
と
﹃acting in concert

﹄︵
共
同
協

調
行
動
︶﹂
二
三
三
六
号
二
三
頁
︑
�
太
田

洋
﹁Toehold

︵
足
掛
か
り
的
取
得
︶
と

C
reeping Takeover

︵
漸
進
的
・
段
階
的

買
収
︶

│
そ
の
問
題
点
と
立
法
論
上
の

課
題
﹂
二
三
四
六
号
四
頁
を
掲
載
し
て
い

ま
す
︒

　

Ｃ　

加
え
て
︑
昨
年
四
月
一
九
日
に
は

経
済
産
業
省
か
ら
﹁
対
日
Ｍ
＆
Ａ
活
用
に

関
す
る
事
例
集

│
海
外
資
本
を
活
用
し

て
︑
企
業
変
革
・
経
営
改
善
・
飛
躍
的
成

長
に
つ
な
げ
た
日
本
企
業
の
ケ
ー
ス
ス
タ

デ
ィ
﹂
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
︒
同
事
例
集

で
は
︑
対
日
Ｍ
＆
Ａ
の
概
況
や
海
外
資
本

を
有
効
に
活
用
し
た
対
日
Ｍ
＆
Ａ
二
〇
事

例
の
紹
介
に
加
え
︑
対
日
Ｍ
＆
Ａ
を
実
施

し
た
企
業
が
直
面
し
て
い
た
課
題
︑
経
済

安
全
保
障
等
の
観
点
を
含
む
対
日
Ｍ
＆
Ａ

の
留
意
点
︑
メ
リ
ッ
ト
な
ど
が
整
理
さ
れ

て
い
ま
す
︒

　

Ｂ　

同
事
例
集
に
つ
い
て
は
︑
担
当
者

解
説
で
あ
る
�
垣
見
直
彦
ほ
か
﹁
海
外
資

本
を
活
用
し
て
企
業
変
革
・
経
営
改
善
・

飛
躍
的
成
長
に
つ
な
げ
た
日
本
企
業
の

ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ

│
﹃
対
日
Ｍ
＆
Ａ
活

用
に
関
す
る
事
例
集
﹄
の
概
要
﹂
二
三
三

二
号
一
九
頁
に
加
え
︑
日
本
企
業
側
の
視

点
か
ら
対
日
Ｍ
＆
Ａ
実
務
に
お
け
る
留
意

点
等
を
論
じ
た
�
太
田
洋
ほ
か
﹁
対
日
Ｍ

＆
Ａ
の
法
的
留
意
点

│
日
本
企
業
側
の

視
点
を
中
心
に
﹂
二
三
三
七
号
三
〇
頁
を

掲
載
し
ま
し
た
︒

　

ま
た
︑
そ
の
他
関
連
す
る
テ
ー
マ
と
し

て
︑
買
収
防
衛
策
に
つ
い
て
は
︑
前
記
⑩

得
津
論
稿
お
よ
び
�
ジ
ェ
フ
ェ
リ
ー
・

ゴ
ー
ド
ン
=
得
津
晶︵
抄
訳
︶﹁
ア
ン
チ
・

ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
・
ピ
ル
の
栄
枯
盛
衰

│
株
主
の
議
決
権
行
使
弾
圧
の
脅
威
の

排
除
﹂
二
三
四
三
号
三
二
頁
の
ほ
か
︑
毎

年
六
月
総
会
に
お
け
る
各
社
の
状
況
等
を

分
析
し
た
�
茂
木
美
樹
ほ
か
﹁
買
収
防
衛

策
の
導
入
状
況
と
そ
の
動
向

│
二
〇
二

三
年
六
月
総
会
を
踏
ま
え
て
﹂
二
三
四
二

号
一
三
頁
を
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

５　

企
業
開
示

　

Ｃ　

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
以
外
で

の
企
業
開
示
の
大
き
な
動
向
と
し
て
は
︑

四
半
期
報
告
書
と
四
半
期
決
算
短
信
を
一

本
化
す
る
こ
と
等
を
内
容
と
す
る
金
融
商

品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
が

昨
年
一
一
月
二
九
日
に
公
布
さ
れ
ま
し

た
︒
さ
ら
に
︑
こ
の
一
本
化
の
具
体
的
な

方
向
性
に
沿
っ
た
実
務
の
実
現
に
向
け
︑

東
証
は
﹁
四
半
期
開
示
の
見
直
し
に
関
す

る
実
務
検
討
会
﹂︵
座
長
・
神
作
裕
之
学

習
院
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授
︶
を

設
置
し
て
検
討
を
重
ね
︑
同
月
二
二
日
に

は
﹁
四
半
期
開
示
の
見
直
し
に
関
す
る
実

務
の
方
針
﹂
を
取
り
ま
と
め
︑
昨
年
一
二

月
一
八
日
に
は
金
商
法
改
正
に
伴
う
四
半

期
開
示
の
見
直
し
に
関
す
る
上
場
制
度
の

見
直
し
等
に
つ
い
て
意
見
募
集
を
開
始
し

て
い
ま
す
︒
本
改
正
に
つ
い
て
は
︑
そ
の

ほ
か
に
も
関
係
各
所
で
の
制
度
整
備
が
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
二
〇
二
二
年
六
月
の
金
融
審
議

会
﹁
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ワ
ー
キ
ン

グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告
﹂
に
お
い
て
︑
個
別

分
野
に
お
け
る
﹁
重
要
な
契
約
﹂
に
つ
い

て
︑
開
示
す
べ
き
契
約
の
類
型
や
求
め
ら

れ
る
開
示
内
容
を
具
体
的
に
明
ら
か
に
す

る
こ
と
で
︑
適
切
な
開
示
を
促
す
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
と
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
︑

﹁
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
合

意
﹂
を
含
む
契
約
︑﹁
株
主
保
有
株
式
の
処

分
等
に
関
す
る
合
意
﹂
を
含
む
契
約
︑

ロ
ー
ン
契
約
と
社
債
に
付
さ
れ
る
財
務
上

の
特
約
に
つ
い
て
︑
一
定
の
場
合
に
有
価

証
券
報
告
書
へ
の
記
載
等
を
内
容
と
す
る

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令

の
改
正
も
昨
年
一
二
月
二
二
日
に
行
わ
れ

て
い
ま
す
︒

　

さ
ら
に
︑
同
月
二
六
日
に
は
︑
金
融
庁

よ
り
︑
株
式
報
酬
と
し
て
交
付
さ
れ
る
株

式
が
譲
渡
制
限
付
き
で
あ
る
場
合
に
取
締

役
等
の
死
亡
・
退
任
等
や
発
行
会
社
の
組

織
再
編
成
等
の
事
由
が
生
じ
た
際
︑
譲
渡

制
限
を
解
除
す
る
旨
の
条
項
が
含
ま
れ
て

い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
︑
当
該
特
例
の
譲

渡
制
限
期
間
の
要
件
を
満
た
し
︑
有
価
証

券
届
出
書
の
提
出
を
不
要
と
す
る
特
例
の

明
確
化
を
内
容
と
す
る
﹁
企
業
内
容
等
の

開
示
に
関
す
る
留
意
事
項
に
つ
い
て
︵
企

業
内
容
等
開
示
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
︶﹂
が
公

表
さ
れ
ま
し
た
︒

　

Ａ　

こ
れ
ら
の
話
題
に
つ
い
て
も
今
後

適
時
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
の
で
ご
注

目
い
た
だ
き
た
い
︒

６　

非
上
場
会
社

　

Ｃ　

非
上
場
会
社
の
う
ち
中
小
企
業
に

関
す
る
動
向
と
し
て
は
︑
昨
年
六
月
二
二

日
︑
中
小
企
業
庁
が
五
つ
の
報
告
書
︵﹁
中

小
企
業
の
飛
躍
的
成
長
に
向
け
た
政
策
の

六
校
六
校

六
校
六
校

五
校
五
校

五
校
五
校
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方
向
性

│
﹃
一
〇
〇
億
企
業
﹄
へ
の
成

長
に
向
け
て
︵
中
小
企
業
の
成
長
経
営
の

実
現
に
向
け
た
研
究
会
中
間
報
告
書
︶﹂︑

﹁
中
小
企
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
在
り

方
に
関
す
る
有
識
者
検
討
会 

中
間
取
り

ま
と
め
報
告
書
﹂︑﹁
中
小
企
業
・
小
規
模

事
業
者
人
材
活
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
﹂︑﹁
中

小
エ
ク
イ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
活
用
に

向
け
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
﹂︑

﹁
経
営
力
再
構
築
伴
走
支
援
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
﹂︶
を
公
表
し
ま
し
た
︒
こ
れ
ら
は
︑
中

小
企
業
の
成
長
志
向
・
変
革
者
・
挑
戦
者

と
い
っ
た
側
面
に
あ
ら
た
め
て
フ
ォ
ー
カ

ス
す
る
方
向
性
を
具
体
化
す
る
意
味
で
政

策
の
画
期
で
あ
っ
た
と
思
い
ま
す
︒

　

Ｂ　

そ
こ
で
︑
本
誌
で
は
︑
こ
れ
ら
の

政
策
全
体
の
方
向
性
を
概
説
す
る
︑
前
記

⑳
柴
山
ほ
か
論
稿
と
︑
特
に
本
誌
の
テ
ー

マ
と
関
連
性
が
強
い
︑﹁
中
小
エ
ク
イ

テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
活
用
に
向
け
た
ガ

バ
ナ
ン
ス
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
﹂
の
担
当
者
解

説
で
あ
る
前
記
㉑
松
田
ほ
か
論
稿
を
掲
載

し
て
い
ま
す
︒

　

Ｃ　

ま
た
︑
昨
年
九
月
二
二
日
に
は
中

小
企
業
庁
か
ら
﹁
中
小
Ｍ
＆
Ａ
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
〔
第
二
版
〕

│
第
三
者
へ
の
円
滑

な
事
業
引
継
ぎ
に
向
け
て
﹂
が
公
表
さ
れ

て
い
ま
す
︒
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
︑
初
版

の
策
定
後
︑
特
に
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
や
Ｍ

＆
Ａ
の
手
続
進
行
に
関
す
る
総
合
的
な
支

援
を
専
門
に
行
う
Ｍ
＆
Ａ
専
門
業
者
︵
主

に
仲
介
者
・
Ｆ
Ａ
︶
に
関
す
る
さ
ま
ざ
ま

な
課
題
が
見
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た

こ
と
か
ら
︑
仲
介
者
・
Ｆ
Ａ
の
手
数
料
の

整
理
︑
Ｍ
＆
Ａ
専
門
業
者
の
質
の
確
保
・

向
上
に
向
け
た
取
組
み
︑
仲
介
契
約
等
の

締
結
前
の
書
面
に
よ
る
重
要
事
項
の
説

明
︑
直
接
交
渉
の
制
限
に
関
す
る
条
項
の

留
意
点
に
関
す
る
項
目
が
新
設
さ
れ
る
な

ど
の
留
意
点
・
見
直
し
な
ど
を
内
容
と
し

た
改
訂
が
行
わ
れ
ま
し
た
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

担
当
者
解
説
と
し
て
前
記
㉒
田
尻
ほ
か
論

稿
を
︑
ま
た
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
受
け
て

の
仲
介
業
者
に
求
め
ら
れ
る
実
務
等
を
論

じ
た
前
記
㉓
柴
田
論
稿
を
掲
載
し
て
い
ま

す
︒

　

Ｃ　

中
小
企
業
に
関
す
る
そ
の
他
の
動

向
と
し
て
は
︑
金
融
庁
か
ら
﹁
中
小
企
業

の
事
業
再
生
等
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
﹂
を
実
際
に
活
用
し
た
事
例
を
整
理
し

た
﹁
中
小
企
業
の
事
業
再
生
等
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
事
例
集
﹂
が
昨
年
一
〇
月

一
七
日
に
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
に
関
し

て
本
誌
の
テ
ー
マ
と
関
連
性
の
深
い
と
こ

ろ
で
は
︑
法
務
省
に
お
い
て
︑
同
年
一
〇

月
よ
り
︑﹁
起
業
家
の
負
担
軽
減
に
向
け

た
定
款
認
証
の
見
直
し
に
関
す
る
検
討

会
﹂︵
座
長
・
佐
久
間
毅
同
志
社
大
学
大

学
院
司
法
研
究
科
教
授
︶
で
の
議
論
が
始

ま
っ
て
い
ま
す
︒

７　

そ
の
他

　

Ａ　

そ
の
他
に
つ
い
て
は
ど
う
だ
ろ
う

か
︒

　

Ｃ　

会
計
監
査
・
税
務
関
係
に
関
す
る

動
向
と
し
て
︑
金
融
庁
は
︑
昨
年
一
二
月

二
一
日
︑﹁
四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
基
準
の
期

中
レ
ビ
ュ
ー
基
準
へ
の
改
訂
及
び
監
査
に

関
す
る
品
質
管
理
基
準
の
改
訂
に
つ
い
て

︵
公
開
草
案
︶﹂
を
公
表
し
た
ほ
か
︑
同
日
︑

監
査
役
協
会
は
﹁
会
計
監
査
人
の
評
価
及

び
選
定
基
準
策
定
に
関
す
る
監
査
役
等
の

実
務
指
針
﹂
の
改
定
版
を
公
表
し
て
い
ま

す
︒

　

Ｂ　

本
誌
で
は
︑
公
認
会
計
士
・
監
査

審
査
会
に
お
け
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
活
動
を

紹
介
し
た
�
八
木
原
栄
二
﹁
公
認
会
計

士
・
監
査
審
査
会
に
お
け
る
最
近
の
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
活
動
﹂
二
三
三
七
号
四
三
頁
︑

国
税
庁
が
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す

る
課
税
関
係
に
関
す
る
見
解
を
公
表
し
た

こ
と
に
伴
い
︑
そ
の
代
替
案
に
つ
い
て
検

討
し
た
�
大
石
篤
史
ほ
か
﹁
信
託
型
ス

ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
代
替
案
に
関
す
る

税
務
上
の
取
扱
い
﹂
二
三
四
〇
号
一
一
頁

を
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

　

ま
た
︑
資
本
市
場
の
関
係
で
は
︑
各
担

当
者
解
説
と
し
て
︑
�
竹
渕
智
弘
ほ
か

﹁
ア
ク
テ
ィ
ブ
運
用
型
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
上
場
制

度
の
整
備
﹂
二
三
三
二
号
二
七
頁
︑
�
上

利
悟
史
ほ
か
﹁
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関

す
る
内
閣
府
令
等
の
改
正

│
承
認
前
届

出
書
方
式
の
Ｉ
Ｐ
Ｏ
等
に
つ
い
て
﹂
二
三

三
九
号
六
一
頁
を
掲
載
し
た
ほ
か
︑
後
者

の
改
正
を
受
け
て
実
務
上
の
論
点
を
取
り

上
げ
た
�
鈴
木
克
昌
ほ
か
﹁
Ｉ
Ｐ
Ｏ
に
お

け
る
上
場
承
認
前
届
出
︵
Ｓ
-
１
方
式
︶

の
実
務
上
の
諸
論
点
﹂
二
三
三
九
号
六
八

頁
を
掲
載
し
て
い
ま
す
︒

　

さ
ら
に
︑
司
法
判
断
に
関
す
る
も
の
と

し
て
︑
�
仲
卓
真
﹁
令
和
四
年
度
会
社
法

関
係
重
要
判
例
の
分
析
〔上〕
~
〔下〕
﹂
二
三
三

二
号
四
頁
~
二
三
三
四
号
七
二
頁
︑
�
内

林
尚
久
﹁
東
京
地
裁
に
お
け
る
商
事
事
件

等
の
概
況
﹂
二
三
三
四
号
二
三
頁
︑
�
谷

村
武
則
﹁
大
阪
地
裁
に
お
け
る
商
事
事
件

の
概
況
﹂
二
三
三
八
号
三
三
頁
を
掲
載
し

ま
し
た
︒

　

そ
し
て
︑
当
会
は
︑
二
〇
〇
五
年
に
︑

創
立
五
〇
周
年
を
記
念
し
て
﹁
商
事
法
務

研
究
会
賞
﹂
を
設
け
︑
毎
年
︑
若
手
の
法

学
研
究
者
・
法
律
実
務
家
の
養
成
を
目
的

と
し
て
︑
学
術
的
に
特
に
優
れ
た
研
究
成

果
に
対
し
て
︑
褒
賞
金
を
贈
呈
し
︑
そ
の

功
績
を
表
彰
し
て
い
ま
す
︒
昨
年
度
の
受

賞
作
は
︑
張
韻
琪
﹃
過
失
相
殺
の
原
理
と

社
会

│
日
仏
比
較
の
視
点
か
ら
︑
理
論

の
再
構
築
に
向
け
て
﹄︵
信
山
社
︑
二
〇
二

二
︶
と
な
り
︑
本
誌
で
も
�
﹁
第
一
九
回

﹃
商
事
法
務
研
究
会
賞
﹄
受
賞
論
文
発
表
﹂

二
三
四
三
号
七
九
頁
と
し
て
選
考
・
審
査

の
経
過
等
を
公
表
し
て
い
ま
す
︒

　

Ａ　

以
上
で
ハ
イ
ラ
イ
ト
を
終
わ
ろ
う

と
思
う
︒
本
年
も
良
質
な
情
報
提
供
に
努

め
る
こ
と
を
お
約
束
し
︑
年
始
の
ご
挨
拶

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
︒

四　

お
わ
り
に
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